












The Implementation and Effect of the Approval System for
Qualified Public-Benefit Corporations" - Based on a Survey
of the Qualified Public-Benefit Corporations"
初谷　勇**
HATSUTANI,Isamu * *
" Qualified public-benefit corporations(tokutei koueki zoushin houjin)" are special
corporations(tokushu houjin) or public-interest corporations(koueki houjin) whose activities
are to contribute greatly to the enhancement of public interest activities, such as promotion
of education/science, culture and social welfare. They are treated more favourably than
other public-interest corporations.
The purpose of this paper is to examine the implementation and effect of the approval sys-
tem for "qualified public-benefit corporations" listed in category No.3 in Article 77 0f the





































1 )民間非営利セクターについての国際比較調査であるCNPプロジェクト(The Johns Hopkins Comparative Nonprofit Sec-
tor project)のPhaseI (1990-1995)には12カ国が参加し、同調査結果において、日本の制度の制約の多さが指摘されてい

































































































































類型の数は、平成10年1月現在で34類型(イ-エ)となっている. 『特定公益増進法人調査』時点( 1995. ll-J996.




























































































第 2 号該当 . 民法上の社 団法人 . 財団法人の うち、政令 に
掲名 してい るもの (日本体育協会、貿易研修
セ ンター等0 )
52 58 6
第 3 号該当 . 民法上の社 団法人 . 財団法人の うち、政令で
定め る業務を主た る目的 とす ることな ど一定
の要 件を満たす ことにつ いて主務大臣(】部 は
都道 府県知事)の認定を受 けたもの
897 822 ▲75
第 1～ 3 号
小 計
974 906 A 68
第 4 号該 当 . 学校法人で、学校教育法第 1 条 に規定す る学校
の設 置を 目的 とす るもの
1,183 1,125 .▲58
第 5 号該 当 . 社会福祉法人 14,1"4 14,832658
第 6 号該 当 . 更生保護法人 163 163
総 計 16,331 17,026695
[出典] ①　大蔵省主税局『特定公益増進法人一覧』 1994年、 ②　大蔵省主税局『特定公益増進法人一覧』 1996年
なお、各資料の集計時点は次のとおりである。
集計時点 1993.10.1.現在 でと りまとめた もの 1996.4.1.現在 でと りまとめた もの
第 2 号該当
. 「ヌ」該当法人数:1993.10.1.における特定公益. 「ル」該 当法人数 :1996.4.1.におけ る特定公益
増進法人に該当す る旨の証明書発行件数 増進法人 に該 当する旨の証 明書 発行 件数
第 4 号該当
1993.3.31.における特定 公益 増進法人 に該 当1996.4.1.における特定公益増 進法 人に該当
す る旨の証明書発行件数 す る旨の証 明書発行件数
第 5 号該当 . 厚生省調べによ る 1993.3.31.にお ける件数 . 厚生省調 べによる 1996.3.31.における件 数



























































































































































































































































16 3 ー 0.06




















































































































































































































































寄付金関係」 『税経通信』第16巻第12　　『公益法人』編集部[1993]、 「参考資料① 「特
号(臨時増刊号)　　　　　　　　　　　　　　定公益増進法人」対象範囲の改正経過」
川北力[1991]、 「寄付金税制の概要とその利　　　『公益法人』 1993年11月号
用状況」 『公益法人』 1991年11月号　　　　『公益法人』編集部[1997a]、 「特定公益増進
川北力[1992]、 「『特定公益増進法人名簿等一　　　　法人制度の現状一仕組み、対象法人、数、















































公益法人協会　　　　　　　　　　　　　　　London,N.R. [1990] 、 Japanese Corporate Phi一





年』 (財)東レ科学振興会　　　　　　　　　　Salamon.L.M. and Anheier H.K.[1994]、 The
中田裕康[1998] 、 「公益法人・中間法人　　　　　　Emerging Sector in Comparative Perspec-
NPO」 『ジュリスト』 1126号　　　　　　　　　　five- An Overview, Baltimore,Md..
初谷勇[1996]、 「日本の政府　NPO(非常利
団体)問関係一公益法人の法制及び税制
を素材として-」 (付属資料として『特
定公益増進法人ヒアリング調査結果』所
収)、大阪大学国際公共政策研究科修士
論文
林知己夫、入山映[1997]、 『公益法人の実像
/統計から見た財団・社団』ダイヤモン
ド社
本間正明[1992]、 「公益法人税制の考え方」
『公益法人』 1992年9月号
本間正明[1994]、 「フィランソロピーと寄付
金税制」貝塚啓明、金本良嗣『日本の財
政システム-制度設計の構想』東京大学
出版会
松葉勝博[1961]、 「試験研究法人等に対する
